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中間連結財務諸表
当行の中間連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任 あずさ監査法人の中間監査を受
けております。

①中間連結貸借対照表
(資産の部) (単位:百万円)

科 目 2018年度中間連結会計期間末
(2018年9月30日)

2019年度中間連結会計期間末
(2019年9月30日)

現 金 預 け 金 678,743 687,110
コ ー ル ロ ー ン 261,466 209,176
買 入 金 銭 債 権 28,684 27,909
商 品 有 価 証 券 1,942 2,371
金 銭 の 信 託 24,337 21,632
有 価 証 券 2,503,665 2,453,286
貸 出 金 4,724,731 4,776,381
外 国 為 替 10,764 9,348
リース債権及びリース投資資産 19,425 22,995
そ の 他 資 産 96,090 135,451
有 形 固 定 資 産 39,620 39,362
無 形 固 定 資 産 5,198 3,780
繰 延 税 金 資 産 877 882
支 払 承 諾 見 返 34,705 34,681
貸 倒 引 当 金 △33,771 △37,347
資 産 の 部 合 計 8,396,481 8,387,024

(負債及び純資産の部) (単位:百万円)

科 目 2018年度中間連結会計期間末
(2018年9月30日)

2019年度中間連結会計期間末
(2019年9月30日)

預 金 6,374,299 6,467,169
譲 渡 性 預 金 349,055 289,190
コ ー ル マ ネ ー 36,686 15,062
売 現 先 勘 定 78,273 155,955
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 622,907 560,140
コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 48,719 36,594
借 用 金 172,825 116,480
外 国 為 替 159 726
信 託 勘 定 借 2,391 3,227
そ の 他 負 債 82,456 114,563
賞 与 引 当 金 1,354 1,395
退 職 給 付 に 係 る 負 債 26,347 27,335
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 76 75
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 1,028 674
ポ イ ン ト 引 当 金 123 106
特 別 法 上 の 引 当 金 6 6
繰 延 税 金 負 債 16,444 13,022
支 払 承 諾 34,705 34,681
負 債 の 部 合 計 7,847,862 7,836,408
資 本 金 15,149 15,149
資 本 剰 余 金 8,153 8,153
利 益 剰 余 金 440,866 451,821
自 己 株 式 △8,401 △9,622
株 主 資 本 合 計 455,768 465,502
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 100,588 102,868
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,032 △11,596
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △4,996 △6,321
その他の包括利益累計額合計 92,559 84,950
新 株 予 約 権 291 162
純 資 産 の 部 合 計 548,619 550,615
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 8,396,481 8,387,024
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②中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
【中間連結損益計算書】 (単位:百万円)

科 目 2018年度中間連結会計期間
(2018年4月1日から2018年9月30日まで)

2019年度中間連結会計期間
(2019年4月1日から2019年9月30日まで)

経 常 収 益 64,758 63,780

資 金 運 用 収 益 40,338 39,416

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （25,417） （25,505）

(うち有価証券利息配当金) （14,227） （13,509）

信 託 報 酬 0 0

役 務 取 引 等 収 益 9,102 9,213

そ の 他 業 務 収 益 11,499 10,513

そ の 他 経 常 収 益 3,818 4,637

経 常 費 用 50,746 50,836

資 金 調 達 費 用 8,019 9,694

( う ち 預 金 利 息 ) （1,172） （1,300）

役 務 取 引 等 費 用 2,178 2,174

そ の 他 業 務 費 用 8,842 5,888

営 業 経 費 29,592 29,450

そ の 他 経 常 費 用 2,112 3,628

経 常 利 益 14,012 12,943

特 別 利 益 15 1

固 定 資 産 処 分 益 15 1

特 別 損 失 143 298

固 定 資 産 処 分 損 42 8

減 損 損 失 100 289

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 13,883 12,646

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,512 3,691

法 人 税 等 調 整 額 656 310

法 人 税 等 合 計 4,169 4,001

中 間 純 利 益 9,713 8,644

非支配株主に帰属する中間純利益 ― ―

親会社株主に帰属する中間純利益 9,713 8,644

【中間連結包括利益計算書】 (単位:百万円)

科 目 2018年度中間連結会計期間
(2018年4月1日から2018年9月30日まで)

2019年度中間連結会計期間
(2019年4月1日から2019年9月30日まで)

中 間 純 利 益 9,713 8,644

そ の 他 の 包 括 利 益 3,250 6,805

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 763 9,181

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,966 △2,703

退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 520 327

中 間 包 括 利 益 12,963 15,450

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 12,963 15,450

非支配株主に係る中間包括利益 ― ―
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③中間連結株主資本等変動計算書
2018年度中間連結会計期間（2018年4月1日から2018年9月30日まで） (単位:百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 15,149 8,153 433,053 △7,400 448,955
当 中 間 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,900 △1,900
親会社株主に帰属する
中 間 純 利 益 9,713 9,713
自 己 株 式 の 取 得 △1,000 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 △0 0 0
株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額)

当 中 間 期 変 動 額 合 計 ― ― 7,813 △1,000 6,812
当 中 間 期 末 残 高 15,149 8,153 440,866 △8,401 455,768

(単位:百万円)

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 99,824 △4,998 △5,516 89,309 269 538,534
当 中 間 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,900
親会社株主に帰属する
中 間 純 利 益 9,713
自 己 株 式 の 取 得 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額) 763 1,966 520 3,250 21 3,271

当 中 間 期 変 動 額 合 計 763 1,966 520 3,250 21 10,084
当 中 間 期 末 残 高 100,588 △3,032 △4,996 92,559 291 548,619

2019年度中間連結会計期間（2019年4月1日から2019年9月30日まで） (単位:百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 15,149 8,153 445,459 △9,401 459,361
当 中 間 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,259 △2,259
親会社株主に帰属する
中 間 純 利 益 8,644 8,644
自 己 株 式 の 取 得 △412 △412
自 己 株 式 の 処 分 △23 191 168
株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額)

当 中 間 期 変 動 額 合 計 ― ― 6,361 △221 6,140
当 中 間 期 末 残 高 15,149 8,153 451,821 △9,622 465,502

(単位:百万円)

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 93,687 △8,893 △6,648 78,145 311 537,818
当 中 間 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,259
親会社株主に帰属する
中 間 純 利 益 8,644
自 己 株 式 の 取 得 △412
自 己 株 式 の 処 分 168
株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額) 9,181 △2,703 327 6,805 △148 6,656

当 中 間 期 変 動 額 合 計 9,181 △2,703 327 6,805 △148 12,796
当 中 間 期 末 残 高 102,868 △11,596 △6,321 84,950 162 550,615
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書 (単位:百万円)

2018年度中間連結会計期間
(2018年4月1日から2018年9月30日まで)

2019年度中間連結会計期間
(2019年4月1日から2019年9月30日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 13,883 12,646
減 価 償 却 費 2,096 2,153
減 損 損 失 100 289
株 式 報 酬 費 用 21 18
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 255 1,217
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 ) △33 △8
役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 (△ は 減 少 ) △26 △23
退職給付に係る負債の増減額(△は減少) △644 △576
役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) 5 △8
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 の 増 減 (△ ) △354 △320
ポ イ ン ト 引 当 金 の 増 減 額 (△ は 減 少 ) 11 △7
資 金 運 用 収 益 △40,338 △39,416
資 金 調 達 費 用 8,019 9,694
有 価 証 券 関 係 損 益 ( △ ) △23 △1,545
金 銭 の 信 託 の 運 用 損 益 (△ は 運 用 益 ) △139 △34
為 替 差 損 益 ( △ は 益 ) △21,490 8,486
固 定 資 産 処 分 損 益 ( △ は 益 ) 18 7
商 品 有 価 証 券 の 純 増 ( △ ) 減 △115 3
そ の 他 の 資 産 の 増 減 額 ( △ は 増 加 ) 32,381 9,791
リース債権及びリース投資資産の増減額(△は増加) △1,498 △1,993
そ の 他 の 負 債 の 増 減 額 ( △ は 減 少 ) △20,550 5,922
貸 出 金 の 純 増 ( △ ) 減 △53,921 24,651
預 金 の 純 増 減 ( △ ) △40,056 △163,008
譲 渡 性 預 金 の 純 増 減 ( △ ) 132,329 119,078
借用金(劣後特約付借入金を除く)の純増減(△) △22,530 △47,608
コ ー ル ロ ー ン 等 の 純 増 ( △ ) 減 △119,901 △165,858
売 現 先 勘 定 の 純 増 減 ( △ ) 6,705 30,866
コ ー ル マ ネ ー 等 の 純 増 減 ( △ ) △21,241 △3,728
債券貸借取引受入担保金の純増減 (△ ) △124,363 182,915
預け金(日銀預け金を除く)の純増(△)減 199 △2,605
コマーシャル・ペーパーの純増減 (△ ) 2,562 △12,122
外 国 為 替 ( 資 産 ) の 純 増 ( △ ) 減 △2,815 △306
外 国 為 替 ( 負 債 ) の 純 増 減 ( △ ) △64 △982
信 託 勘 定 借 の 純 増 減 ( △ ) 816 466
資 金 運 用 に よ る 収 入 42,236 42,330
資 金 調 達 に よ る 支 出 △7,960 △10,261
小 計 △236,425 125
法 人 税 等 の 支 払 額 △3,561 △3,425
法 人 税 等 の 還 付 額 ― 1

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △239,987 △3,298

投資活動によるキャッシュ・フロー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △520,155 △418,527
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 531,917 220,480
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 128,916 126,809
金 銭 の 信 託 の 増 加 に よ る 支 出 △200 ―
金 銭 の 信 託 の 減 少 に よ る 収 入 5,002 1
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △1,280 △1,566
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 48 59
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 ― △5

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 144,249 △72,748

財務活動によるキャッシュ・フロー
配 当 金 の 支 払 額 △1,900 △2,259
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △1,000 △412
リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △110 △110
ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン の 行 使 に よ る 収 入 ― 0
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 0 0

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △3,011 △2,782

現金及び現金同等物に係る換算差額 12 △9
現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △98,737 △78,838
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 760,451 749,382
現金及び現金同等物の中間期末残高 661,713 670,543
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注記事項
〔中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕
[1] 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社　　　7社

会社名　中銀保証株式会社、中銀リース株式会社、中銀カード株式会社、中銀アセット
マネジメント株式会社、株式会社CBS、中銀事務センター株式会社、中銀証券
株式会社

(2) 非連結子会社　　6社
会社名　中銀投資事業組合4号、ちゅうぎんアグリサポートファンド投資事業有限責任

組合、ちゅうぎんイノベーションファンド投資事業有限責任組合、ちゅうぎん
農業ファンド投資事業有限責任組合、ちゅうぎん晴れの国インフラファンド投
資事業有限責任組合、ちゅうぎんブリッジファンド投資事業有限責任組合

　非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金
（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の
範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程
度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

[2] 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の非連結子会社　なし
(2) 持分法適用の関連会社　　なし
(3) 持分法非適用の非連結子会社

会社名　中銀投資事業組合4号、ちゅうぎんアグリサポートファンド投資事業有限責任
組合、ちゅうぎんイノベーションファンド投資事業有限責任組合、ちゅうぎん
農業ファンド投資事業有限責任組合、ちゅうぎん晴れの国インフラファンド投
資事業有限責任組合、ちゅうぎんブリッジファンド投資事業有限責任組合

(4) 持分法非適用の関連会社
会社名　おかやまキャピタルマネジメント株式会社

　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰
余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持
分法の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象か
ら除いております。
(5) 他の会社等の議決権の100分の20以上100分の50以下を自己の計算において所有して

いるにもかかわらず関連会社としなかった当該他の会社等の名称
会社名　Marine Link株式会社

　投資事業等を営む非連結子会社が、投資育成を図りキャピタルゲイン獲得を目的とする
営業取引として株式を所有しており、傘下に入れる目的ではないことから、関連会社とし
て取り扱っておりません。

[3] 連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。

9月末日　7社

[4] 会計方針に関する事項
(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っており
ます。
(2) 有価証券の評価基準及び評価方法
(イ)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、持分法非適用の関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券については原則として、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移
動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものにつ
いては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており
ます。

(ロ)金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1) と同じ方法に
よっております。

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
(4) 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

　当行の有形固定資産は、建物については定率法（その他は法人税法に基づく定率法）を
採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。また、主な耐用年
数は次のとおりです。

建物　　4年～40年
その他　2年～20年

　連結子会社の有形固定資産については、主として法人税法に基づく定率法により償却し
ております。

②無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、当行の自社利用のソフトウェ
アについては、当行で定める利用可能期間（5年間）に基づいて償却しております。

③リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リ
ース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零
としております。
(5) 貸倒引当金の計上基準

　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとおり計上しており
ます。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務
指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号　平成24年7月4日）に規定
する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過
去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しており
ます。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しておりま
す。
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除した残額が一定額以上の大口債務者のうち、債権
の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができ
る債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引い
た金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）
により計上しております。
　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。なお、特定
海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債
権引当勘定として計上することとしております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当
該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と
認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額をそれぞれ計上しております。

(6) 賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込
額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。
(7) 役員賞与引当金の計上基準

　連結子会社の役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞
与の支給見込額を計上することとしております。なお、中間連結会計期間における計上額
はありません。
(8) 役員退職慰労引当金の計上基準

　連結子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員
退職慰労金に係る内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。
(9) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った当行の睡眠預金の払
戻請求に備えるため、過去の払戻実績率に基づき計上しております。
(10) ポイント引当金の計上基準

　ポイント引当金は、クレジットカード会員に付与したポイントの使用により発生する費
用負担に備えるため、過去の使用実績率に基づき計上しております。
(11) 特別法上の引当金の計上基準

　特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、証券事故による損失に備えるた
め、国内連結子会社が金融商品取引法第46条の5及び金融商品取引業等に関する内閣府令
第175条の規定に定めるところにより算出した額を計上しております。
(12) 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰
属させる方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理
計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

・過去勤務費用
　企業年金制度にかかるものについて、発生した連結会計年度の従業員の平均残存勤務期
間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を発生した連結会計年度から損
益処理

・数理計算上の差異
　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定
額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理
　なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
当中間連結会計期間末要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお
ります。
(13) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、中間決算日の為替相場による円換算額を付して
おります。
(14) 収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
(15) 重要なヘッジ会計の方法
(イ)金利リスク・ヘッジ

　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に
おける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第24号　平成14年2月13日）に規定する繰延ヘッジによっており
ます。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ
対象となる貸出金、有価証券とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期
間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。
(ロ)為替変動リスク・ヘッジ

　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、
「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公
認会計士協会業種別監査委員会報告第25号　平成14年7月29日）に規定する繰延ヘッジ
によっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変
動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段
とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当
額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
　また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ
対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取
得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適
用しております。
(16) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。
(17) 消費税等の会計処理

　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上
しております。
(18) 税効果会計に関する事項

　中間連結会計期間に係る法人税等の額及び法人税等調整額は、当行の事業年度において
予定している剰余金の処分を前提として、当中間連結会計期間に係る金額を計算すること
としております。

〔中間連結貸借対照表関係〕
１．非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額

出資金 2,040百万円
株式 23百万円

２．元本補てん契約のある信託の元本金額は次のとおりであります。
金銭信託 3,067百万円

３．貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。
破綻先債権額 3,940百万円
延滞債権額 45,994百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他
の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまで
に掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再
建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま
す。

４．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
3カ月以上延滞債権額 739百万円

　なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 19,722百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金
利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決
めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであ
ります。

６．破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
次のとおりであります。

合計額 70,396百万円
　なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
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７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号　平成14年2月13日）に基づき
金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替
は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額
面金額は次のとおりであります。

21,974百万円
８．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表

示」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第3号　平成26年11月28日）に基づいて、
原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間連結貸借対照表計
上額は次のとおりであります。

1,356百万円
９．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 954,339百万円
その他資産 77百万円
　計 954,417百万円

担保資産に対応する債務
債券貸借取引受入担保金 560,140百万円
借用金 98,998百万円
売現先勘定 155,955百万円
預金 22,138百万円

　上記のほか、日本銀行当座貸越契約、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金
等の代用として、次のものを差し入れております。

有価証券 24,480百万円
商品有価証券 114百万円

　また、その他資産には、金融商品等差入担保金、先物取引差入証拠金、保証金及び中央
清算機関差入証拠金が含まれておりますが、その金額は次のとおりであります。

中央清算機関差入証拠金 64,756百万円
金融商品等差入担保金 3,420百万円
先物取引差入証拠金 688百万円
保証金 843百万円

10．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の
申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額ま
で資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は
次のとおりであります。

融資未実行残高 1,545,625百万円
うち原契約期間が1年以内のもの
(又は任意の時期に無条件で取消可能なもの) 1,428,700百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行
残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与える
ものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契
約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい
て必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて
いる行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の
措置等を講じております。

11．有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額 79,851百万円

12．有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額 5,082百万円

13．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による
社債に対する保証債務の額

91,675百万円

〔中間連結損益計算書関係〕
１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益 2,361百万円
償却債権取立益 3百万円

２．営業経費には、次のものを含んでおります。
給与・手当 11,385百万円

３．その他経常費用には、次のものを含んでおります。
株式等売却損 1,639百万円
貸倒引当金繰入額 1,217百万円
株式等償却 260百万円

４．減損損失
以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(イ)岡山県内
用途 営業用店舗等 3カ所

遊休資産 1カ所
種類 土地及び建物
減損損失額 203百万円

(ロ)岡山県外
用途 営業用店舗等 4カ所

遊休資産 1カ所
種類 土地及び建物
減損損失額 86百万円

　これらの営業用店舗等は、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落によ
り、資産グループの帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額）まで減額し、当該減少額を
減損損失（289百万円）として特別損失に計上しております。
　当行の営業用店舗等については、継続的な収支の把握を行っているグループ店単位又は
支店単位で、処分予定資産及び遊休資産については各資産単位でグルーピングしておりま
す。また、本部、コンピューターセンター、厚生施設等については独立したキャッシュ・
フローを生み出さないことから共用資産としております。
　連結子会社については、主として各社を1つの資産グループとしております。
　なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方として
おり、正味売却価額による場合は不動産鑑定評価基準に基づき、使用価値による場合は将
来キャッシュ・フローを4％で割り引いて、それぞれ算出しております。

〔中間連結株主資本等変動計算書関係〕
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位:千株)

当連結会計年度
期首株式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間末
株式数 摘要

発行済株式
普通株式 195,272 ― ― 195,272

合計 195,272 ― ― 195,272
自己株式

普通株式 6,955 400 143 7,212 注
合計 6,955 400 143 7,212

(注) 増加株式数400千株のうち、400千株は2019年5月14日開催の取締役会決議による買
受けによるもので、残りの0千株は単元未満株式の買取りによるものです。
また、減少株式数143千株のうち、143千株は新株予約権の行使によるもので、残りの
0千株は単元未満株式の売渡しによるものです。

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約
権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 当中間連結
会計期間末
残 高
(百万円)

摘要当 連 結
会計年度
期 首

当中間連結会計期間 当 中 間
連結会計
期 間 末増加 減少

当行
ストック・
オプション
と し て の
新株予約権

― 162

合計 ― 162
３．配当に関する事項
(1) 当中間連結会計期間中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2019年6月26日
定時株主総会 普通株式 2,259 12.00 2019年3月31日 2019年6月27日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計
期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

2019年11月8日
取締役会 普通株式 2,068 利益剰余金 11.00 2019年9月30日 2019年12月6日

〔中間連結キャッシュ・フロー計算書関係〕
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係
現金預け金勘定 687,110百万円
その他の預け金 △16,567百万円
現金及び現金同等物 670,543百万円

〔リース取引関係〕
１．ファイナンス・リース取引
 所有権移転外ファイナンス・リース取引
①リース資産の内容
　有形固定資産

　主として、データセンター、車両であります。
②リース資産の減価償却の方法

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「[4] 会計方針に関する事項　
(4) 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(単位:百万円)
１年以内 156
１年超 221
合計 378
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〔金融商品関係〕
　2019年9月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次
表には含めておりません（（注2）参照）。

(単位:百万円)
中間連結貸借
対照表計上額 時価 差額

(1) 現金預け金 687,110 687,110 ―
(2) 商品有価証券 2,371 2,371 ―
(3) 金銭の信託 21,632 21,632 ―
(4) 有価証券

満期保有目的の債券 11,398 11,889 490
その他有価証券 2,421,670 2,421,670 ―

(5) 貸出金 4,776,381
貸倒引当金（※1） △36,647

4,739,733 4,790,893 51,159
資産計 7,883,917 7,935,568 51,650

(1) 預金 6,467,169 6,468,058 889
(2) 譲渡性預金 289,190 289,198 8
(3) 債券貸借取引受入担保金 560,140 560,140 ―

負債計 7,316,501 7,317,398 897
デリバティブ取引（※2）

ヘッジ会計が適用されていないもの 2,788 2,788 ―
ヘッジ会計が適用されているもの （16,686) (16,686) ―

デリバティブ取引計 (13,897) (13,897) ―
 

(※) 中間連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しておりま
す。

(※1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を計上しております。
(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については、（　　）で表示しております。
(注1) 金融商品の時価の算定方法

資　産
(1) 現金預け金

　預け金については、満期のないもの又は預入期間が短期間（1年以内）のものであり、
時価は帳簿価額と近似していると想定されることから、当該帳簿価額を時価としており
ます。

(2) 商品有価証券
　ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、売買参考統計
値又は売買参考統計値を参考とした比準価格によっております。

(3) 金銭の信託
　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において、信託財産として運用さ
れている有価証券については、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融
機関から提示された価格によっております。

(4) 有価証券
　株式は取引所の価格、債券は売買参考統計値又は売買参考統計値を参考とした比準価
格、取引所の価格、取引金融機関から提示された価格等によっております。また、投資
信託は、公表されている基準価格又は取引金融機関から提示された基準価格によってお
ります。
　自行保証付私募債は、将来キャッシュ・フローの合計額をリスクフリーレートに内部
格付に基づく区分ごとの信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いて算定しており
ます。

(5) 貸出金
　貸出金のうち、「手形貸付」「商業手形」「当座貸越」については、約定期間が短期
間であり、時価は帳簿価額と近似していると想定されることから、当該帳簿価額を時価
とみなしております。
　「証書貸付」については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積も
り、現在価値を算定しております。使用する割引率は、事業者向け・地方公共団体向
け・地方公社向け貸出については、リスクフリーレートに、内部格付ごとの信用リスク
要因を上乗せした利率を用いております。個人向け貸出金については、中間連結決算日
時点の新規貸出利率を用いております。なお、将来キャッシュ・フローの見積もりにあ
たり、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、次回の金利変更日を
満期日とみなしております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸出金については、担保及び保証
による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日
における中間連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額
に近似していると想定されることから、当該価額を時価としております。

負　債
(1) 預金及び (2) 譲渡性預金

　預金のうち、「当座預金」「普通預金」等の要求払預金については、中間連結決算日
に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
　「定期預金」及び「譲渡性預金」については、将来キャッシュ・フローを商品ごとに
グルーピングし、中間連結決算日時点の新規預入利率で割り引いて現在価値を算定して
おります。

(3) 債券貸借取引受入担保金
　約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していると想定される
ことから、当該帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ取引、金利キャップ取引）、通貨
関連取引（通貨スワップ取引、通貨オプション取引、為替予約取引、ノンデリバラブ
ル・フォワード取引）、債券関連取引（債券先物取引、債券オプション取引）、株式関
連取引（株式先物取引、株式オプション取引）、クレジットデリバティブ取引（クレジ
ット・デフォルト・スワップ取引）などであり、取引所の価格、割引現在価値、オプシ
ョン価格計算モデルや取引金融機関から提示された価格等により算出した価額によっ
ております。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上
額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産(4) 有価証券」には含まれてお
りません。

(単位:百万円)
区　分 中間連結貸借対照表計上額

①　非上場株式（※1）（※2） 5,572
②　投資事業組合出資金（※3） 14,644
③　外貨外国株式（※1） 0

合　計 20,217
(※1) ①及び③については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、時価開示の対象とはしておりません。
(※2) 当中間連結会計期間において、非上場株式について0百万円減損処理を行っておりま

す。
(※3) 投資事業組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて

困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしてお
りません。

〔資産除去債務関係〕
　当行では、芳賀データセンターについて退去時における原状回復に係る義務を有しており
ますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定
されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当
該債務に見合う資産除去債務は計上しておりません。

〔1株当たり情報〕
１．1株当たり純資産額

1株当たり純資産額 2,927円00銭
(注) 算定上の基礎

1株当たり純資産額
純資産の部の合計額 550,615百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 162百万円

うち新株予約権 162百万円
普通株式に係る中間期末の純資産額 550,452百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末の普通株式の数 188,059千株

２．1株当たり中間純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間純利益
1株当たり中間純利益 45.95円
潜在株式調整後1株当たり中間純利益 45.90円
(注) 算定上の基礎

1株当たり中間純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間純利益
1株当たり中間純利益
親会社株主に帰属する中間純利益 8,644百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益 8,644百万円
普通株式の中間期中平均株式数 188,114千株

潜在株式調整後1株当たり中間純利益
親会社株主に帰属する中間純利益調整額 ―百万円
普通株式増加数 200千株

うち新株予約権 200千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 ―

〔重要な後発事象〕
　該当事項はありません。
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